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1要旨　21世紀の日本は人口減少と少子高齢社会である。社会保障分野においても、共助・公
助だけでなく、自助・互助との役割分担による「地域共生社会」の実現が提起されている。
1970年代より地域福祉分野で理論化し発展した実践は、コミュニティソーシャルワークとし
て時代が求める実践の一つとなった。本稿ではコミュニティソーシャルワーク視点から、地
域共生社会実現の課題として 5点をあげた。それらは、①個人や家族と地域へのコミュニ
ティソーシャルワーク実践、②自助・互助力を伸ばす地域環境づくり、③地域福祉計画の活
用による包括的相談支援体制整備、④共生社会実現への多分野・多職種連携、⑤「共に生き
る地域づくり」へのスーパーバイズ、である。
Ⅰ．「地域共生社会」が求められる 
 社会的背景　　　　　　　
今後、日本の人口減少と少子高齢化は急速に進
むことが推計されている。人口は、2010年に 1億
2,806万人でピークを迎えた後、2016年には 1億
2,603万人に減少し、2040年には 1億1,092万人と
推計されている。 0 ～14歳の年少人口において
も、2016年の1,589万人が、2040年には1,194万人
と推計されている。半面、高齢化率は上昇し、
2016年の27.3% から、2040年には35.3% に上昇し、
特に後期高齢者の増加による、認知症や要介護者
の増加が推測されている。総人口減少により15歳
～64歳までの生産年齢人口も、2016年の7,656万
人から2040年には5,978万人に減少し、医療や介
護などの社会保障費が増加するにも関わらず、税
や社会保険料収入の減少が予測されている。（表
1参照）
このような少子高齢化と人口減少は、以前から
推測されていた。例えば介護保険制度創設によ
る、要介護者の病院や施設入所から、地域での生
活や医療・介護を充実させるコミュニティケアや
地域包括ケアシステムの取り組みは、そのひとつ
である。さらに近年は、少子化により年少人口は
減少するが、その子どもたちを健やかに育てる取
り組み、生産年齢人口は減少するが、元気高齢者
の就労や活躍の場を増やす等、労働人口の生産性
を高める取り組み、そして、個人・家族・地域に
よる自助・互助力を高め、共助・公助との役割分
担を図る取り組みが注目されている。
厚生労働省の地域共生社会の定義は、「制度分
野ごとの『縦割り』や「支え手」「受け手」とい
う関係を超えて、地域住民や地域の多様な主体
が、『我が事』として参画し、人と人、人と資源
が、世代や分野を超えて、『丸ごと』つながるこ
とで、住民一人ひとりの暮らしと生きがい、地域
を共に創っていく社会」と規定されている1）。
社会福祉やソーシャルワークが、社会保障財政
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2縮小の片棒を担ぐことは十分に警戒しなければい
けない。しかし、1970年代からの地域福祉分野か
らの取り組みは、21世紀の少子高齢化と人口減少
社会への取り組みと重なり、地域共生社会実現と
して、ようやく長年の蓄積が注目される時代になっ
たともいえる。
Ⅱ．コミュニティソーシャルワークと 
　 地域包括ケア関連の政策推移　
1990年代の社会福祉八法改正は、区市町村の地
域福祉推進の原動力となった。1990年に厚生省社
会局保護研究会より「生活支援地域福祉事業の基
本的考え方について」が出され、全国の社会福祉
協議会がモデル地区を設定し、「ふれあい街づく
り事業」が試行された。その後、1998年の社会福
祉基礎構造改革中間まとめ「地域での総合的な支
援」を経て、2000年社会福祉法が制定され、「地
域福祉の推進」が位置づけられた。これは、地域
社会のつながり再構築の法的な出発点といえる。
そして、2000年の「社会的援護を要する人々に対
する社会福祉のあり方に関する検討会」（厚生省
社会・援護局）、2002年の「市町村地域福祉計画
及び都道府県地域福祉支援計画策定指針の在り方
について」（社会保障審議会福祉部会）は、2015
年の地域共生社会実現の原点2）ともいえる。さ
らに2008年には、「地域における新たな支え会い
を求めて―住民と行政の協働による新しい福祉―」
が厚生労働省の研究会から出され、地域福祉コー
ディネーター（コミュニティソーシャルワーカー）
が初めて厚生労働省の報告書に使われた。その後、
2010年に生活困窮者支援として「安心生活創造事
業」が提起され、2013年の生活困窮者自立支援法
につながった。
一方で、地域包括ケアの言葉が、厚生労働省の
政策で使われるようになったのは、2009年の「地
域における医療・介護・福祉の一体的提供（地域
包括ケア）の実現」からである。それ以前は、医
（表1）高齢化の推移と将来推計
出典：厚生労働省「平成29年度高齢社会白書」
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療保健福祉分野での実践は先行しており、2003年
にも「可能な限り在宅生活する介護サービス体
系」として高齢者福祉分野で取り組まれてきた。
2010年には、「地域包括ケアシステムのあり方と
自助・互助・共助・公助によるシステム形成」が
出され、地域福祉分野との融合の兆しが見えた。
しかし、2013年には、「高齢者の尊厳保持と自立
生活支援の目的のもとで、可能な限り住み慣れた
地域で生活継続できる包括的支援・サービスの構
築」として医療介護連携重視が打ち出され、2014
年には、「地域包括ケアシステムの構築と介護保
険制度の持続可能性の確保のための制度改正」と
して、「医療介護総合確保推進法」が制定され、
政策としての地域包括ケアは高齢者の医療介護中
心になるようにみえた。
しかしながら、2015年には再度社会福祉・地域
福祉分野への揺れ戻しがあり、「地域包括ケアシ
ステムを高齢者だけでなく全世代に拡げる構想」
が出され、2016年には、厚生労働大臣を本部長と
した「我が毎・丸ごと」地域共生社会実現本部が
設置され、2017年には、「高齢者の自立支援と要
介護状態の重度化防止、地域共生社会の実現、制
度持続可能性確保等」を目的に、「地域包括ケア
システムの強化のための介護保険法等の一部改
正」がなされた。このように地域包括ケアシステ
ムは、医療・介護・福祉の間で揺れ動いているの
がわかる。
2018年には「地域共生社会実現に向けた地域福
祉の推進」に向けて「地域包括ケアシステム強化
への社会福祉法改正」がなされ、地域包括ケアシ
ステムと地域福祉及びコミュニティソーシャル
ワーク分野が、高齢者分野を中心に自助・共助・
互助・公助として政策のなかで近づきつつある。
政策は普遍的課題を集約し、その課題対応実績
に基づき制度化する後追い対策にすぎず、実践が
常に先行している。次節では、コミュニティケ
ア・地域福祉・コミュニティソーシャルワークに
ついて、1970年代からの取り組みを以下に述べて
いきたい。
Ⅲ．コミュニティケア・地域福祉・コミュ 
　 ニティソーシャルワークの取り組み
1974年の岡村重夫の「地域福祉論」、1979年の
全国社会福祉協議会の「在宅福祉サービスの戦
略」は、日本の地域福祉論と社会福祉分野のコ
ミュニティケア構想の元祖のひとつと考える。そ
の後、1980年代から1990年代にかけて、社会福祉
法人等による実験的なコミュニティケアや地域包
括ケアシステムと類似した実践が各地で行われ
た。本書で紹介された社会福祉法人白十字会の取
り組みも代表的な取り組みの一つである。そのほ
か、新潟県長岡市の高齢者総合ケアセンターこぶ
し園や、富山県氷見市社会福祉協議会の地域総合
福祉推進事業、及び岩手県遠野市の老人保健福祉
計画による医療保健福祉連携も、全国でも先駆的
な取り組みとしてあげられる。
「地域包括ケア」という言葉は、1970年代の広
島県公立みつぎ病院の取り組みが元祖といわれて
いるが、同様の類似実践は「コミュニティケア」
や「地域トータルケアシステム」として社会福祉
法人や地方自治体等で行われてきた。実際、地域
包括支援センターのモデルとなったのは、2000年
以降に長野県茅野市で地域福祉計画に基づき設置
された保健福祉センターの考え方である。
長野県茅野市では、鎌田實氏の諏訪総合病院の
地域医療が全国でも先駆的な取り組みとして評価
されていた。それらに加えて、茅野市の地域福祉
計画では「やらざあ100人衆」として住民参加に
よる自主的な活動を組織し、住民と行政の協働で
計画が策定された。そして市内 4地区設置の保健
福祉センターに、保健師・看護師・福祉事務所ケー
スワーカー、社会福祉協議会職員を配置し、ワン
ストップで相談支援とアウトリーチをする体制を
整備した。厚生労働省は、それを「地域包括支援
センター」のモデルとしたのである。
地域包括ケアの源流は二木立3）が述べるよう
に、医療系と福祉系があり、それらは別々に発展
してきた。病気や障害より、活動や参加に焦点を
あて、地域でその人らしく暮らし続ける生活モデ
4ルによる実践は、社会福祉・地域福祉分野が長ら
く蓄積した実践のひとつである。その方法論がコ
ミュニティソーシャルワークであり、地域共生社
会実現に向けて、「個人や家族への支援、及び近
隣地域のインフォーマルサービスの組織化と制度
的サービスを統合した提供」4）が、さらに求めら
れている。
Ⅳ．地域共生社会実現への論点
コミュニティソーシャルワークでは、多問題家
族の事例がしばしば困難事例としてあげられる。
例えば、高齢者の在宅介護で始まった事例が、家
族関係のアセスメントにより、介護者の心身不
調、生活困窮、ネグレクト、財産侵害、寡婦の外
国人妻や子ども、孫の発達障害、不登校等の問題
が明らかになることがある。これらの課題は、高
齢分野だけでなく、障害や児童分野、及び司法や
警察、さらにはどこにも対応部署のない課題も含
まれる。
このような事例を個別ケースに応じて、連絡調
整を行い多機関・多職種をつなげ支援体制を創る
ことが、コミュニティソーシャルワークの役割の
ひとつである。さらに、既存のサービスや制度で
は対応できない事例への社会資源開発や、制度狭
間問題への行政を含めた公私関係者へ社会的理解
と対応を促進させること。そして、地域の生活課
題を住民の方々と共に考え、住民主体での可能な
範囲の対応策を進めることが期待されている。地
域共生社会実現に向けて、これらを進めるための
論点をコミュニティソーシャルワークの視点より
以下に 5点述べていきたい。
（表2）「今後ますます求められるソーシャルワーク機能」
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1． 個人や家族と地域へのコミュニティソーシャル
ワーク実践
上記のような多問題事例を個人や家族と地域の
ために支援する技術や知識は、現在どれだけの
ソーシャルワーカーが実践できるだろうか。優れ
たソーシャルワーカーが、各地で実績をあげて注
目されている反面、継続的に同様のコミュニティ
ソーシャルワーカーを養成する仕組みは十分では
ない。2018年 3 月に社会保障審議会から、「ソー
シャルワーク専門職である社会福祉士等に求めら
れる役割等について」（表 2参照）が出されたが、
これらの役割を社会福祉士はじめ、コミュニティ
ソーシャルワーカーが果たせないとしたら、共生
社会実現へのソーシャルワーカーの社会的期待は
衰退する恐れがある。そして、人と地域が求める
ソーシャルワーク機能に合わせて社会福祉士養成
課程、及び現任者の卒後教育や大学院教育の充実
も求められる。
2 ． 自助・互助力を伸ばす地域環境づくり
少子高齢・人口減少社会への啓発活動は、社会
福祉分野だけでなく多方面から行われている。コ
ミュニティソーシャルワークにおいても予防対応
のひとつとして、各地域ニーズに即した住民への
情報提供や福祉教育、及び広報活動が工夫されて
いる。日々の実践から地域の公私関係者に伝える
べきことを、論理的にも情緒的にも多様な媒体を
活用し情報発信し、他分野や住民とも協働した取
り組みが求められるのではないか。
3 ．地域福祉計画活用による包括的相談支援体
制整備
社会福祉法107条の地域福祉計画策定は、2018
年の社会福祉法改正で努力義務となったが、全国
の市町村地域福祉計画策定率は、2018年 4 月で
75.6% 5）である。市町村地域福祉計画は、社会福
祉法 6条の「国及び地方公共団体の責務」の責務
のひとつである。地域福祉計画には、市町村社会
福祉のミクロからマクロまでの取り組みをつな
ぎ、公私関係者や住民協働による仕組みを創り上
げ、実施・評価・再計画の循環を創る可能性があ
る。地域共生社会実現には、市町村の地域福祉計
画活用が重要な項目のひとつとなるのではないか
と考える。
4 ． 共生社会実現への多分野・多職種連携
少子高齢化と人口減少社会への対策は、社会福
祉分野だけでなく、地域医療や保健、教育やまち
づくり、産業振興等、多様な分野で取り組まれて
いる。社会福祉分野でも、事例を通じた多職種連
携は既に進められている。今後は地域共生社会実
現に向けて、福祉領域を超えた地域福祉の推進と
連携が求められる。同時に、自分たちは何をして
いるのか実績を示し、多分野の人々にもわかりや
すく説明し、協働できる力が求められる。
5 ． 「共に生きる地域づくり」へのスーパーバイズ
地域は、相互理解と助け合いの場であると同時
に、排除と差別の場にもなる。地域は問題解決の
場であると同時に問題発生の場でもある。公平で
民主的な人々がいる一方で、利己的で排他的な
人々も共に生活するのも地域である。コミュニ
ティソーシャルワーカーは、民主的で主体的な住
民活動支援を行うが、それらは福祉教育だけでな
く、「支持（Support）」や「管理（Administ rea tion）」
を含めたスーパーバイズの枠組みが活用できるの
ではないかと考える。優れたコミュニティソーシャ
ルワーカーは、既にこの役割を果たし、住民主体
活動の活性化や組織化に寄与している。共生社会
実現への地域づくりにもまた、スーパーバイズの
意識的な活用を期待したい。
地域共生社会の実現には、コミュニティソー
シャルワーク実践が不可欠なものとなる。そし
て、地域福祉の先達らが残した成果を人と社会に
役立てる好機としたい。
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